








5 
 

5. 富の創造のための情報 

 企業が収入を得るのは、コストの管理ではなく、富の創造によってである。 

 これが新しい会計に反映されなければならない。 
 

 新しい会計には、事業をマネジメントするために、 

 ①基礎情報、②生産性情報、③強み情報、④資金情報、⑤人材情報などの富

の創造のための情報を豊富に提供できるシステムが不可欠である。 
 

 企業は清算のために経営しているのではない、富を創造するために経営して

いる。事業をマネジメントするにはこれらのためのツールが必要である。 
 

① 基礎情報 

 キャッシュフロー、在庫台数と販売台数の比、金利支払いと収益の比、売

掛金と売上高の比など、定期健康診断、すなわち体重、脈拍、体温、血圧に

該当する。情報が異常ならば、発見し処理すべき問題の所在を教える。 
 

② 生産性情報 

 肉体労働者、サービス労働者、知識労働者などすべての働く者の生産性を

測定した情報である。 

 EVA（経済的付加価値）を超えることが富を創出したことになる。EVA は、

資金コストを含むあらゆる種類のコストについて、付加した価値を把握する

ことによって、生産要素すべての生産性を測定する。 

 EVA から価値をもたらした、製品、サービスから、そのうまくいっている

理由を学び考えなければならない。 
 

 もう一つの手法はベンチマーキングである。それは自社の仕事ぶりを業界

で最高の仕事ぶりと比較することである。自らの生産性を把握し、コントロ

ールするために、何が原因で、格差が生じるのかを明らかにしなければなら

ない。リーダー的な地位にあるものと同じ水準の仕事ができなければ競争力

は維持できない。 
 

③ 強み情報 

 機会の発見である。自社の強味と成功、自社の弱味と失敗を明らかに説明

する必要がある。自社の中核的卓越性（コアコンピタンス）を明らかにでき

なければならない。日本メーカーの電子機器を小型化する能力、GM の 80 年

に渡る企業買収を成功させる能力、スウェーデンの医薬品メーカー、アメリ

カの特殊工作機械メーカー…など。 
 

 自社の工作機械は、技術的にきわめて高度であるにもかかわらず維持補修

が簡単だった。あるメーカーはこの発見を全製品に利用したところ今までに
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取引のなかった膨大な市場を得ることができた。 
 

 自らのイノベーションを組織化、体系化し、評価するシステムが必要であ

る。一定期間における業界全体のイノベーションを調べあげ、本当の成功と

言えるものを明らかにし、何故それらの機会を逃したのかを確認する。 
 

④ 資金情報 

 投資案について、(イ)収益率、(ロ)回収期間、(ハ)キャッシュフロー、(ニ)

現在価値、(ホ)予算対比表…等が必要である。今やこれらは、パソコンで数

分で計算できる。 
 

 これらの投資案を検討し、 

 投資が約束の成果をもたらさなかったとき、何が起こるか。 

 投資案件の 60％は失敗する。投資が成果をもたらさなかったとき重大な損

失が発生するのか、さしたる損失は出ないのか。 
 

 投資が成功し、成果をもたらしたときには何をしなければならないことに

なるのか。 
 

 さらに、成果についての期限、いつまでに何を期待するのかを明らかにし

なければならない。 
 

 政府の諸々のプログラムについて、このようなフィードバックを当然のこ

ととしてしていたら、はるかにましたものが実現していた筈である。 
 

⑤ 人材の獲得と育成 

 米軍は人事の決定するためのシステムを確立している。 

 軍では、将校の配属に当って、期待するものを明らかにする。 

 そして、期待に基づいて実績を評価する。さらには配属のプロセス自体を

評価する。富を創造するためには、人材の配置についても体系的な取組みが

必要である。 
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6. 成果が生まれるところ 

 以上、5 つの種類の情報は、現在の状況について教える。 

 すなわち、戦術を教える。 

 戦略については、外部環境についての組織的な情報が必要である。 

  

戦 術 戦 略 

（内部的なもの） （外部的なもの） 
 

 戦略には、市場、顧客、非顧客、産業内外の技術、さらには国際金融市場、

グローバル経済についての情報が必要である。それら外の世界こそ、事業活動

の成果が生まれるところだからである。 

 組織内部にはコスト・センターがあるにすぎない、プロフィット・センター

は外部の顧客にある。 

 すなわち、変化はつねに組織の外からやってくる。 

 自社の店舗で買物をしてくれる人たちについては知ることができる、しかし、

重大な変化に発展して行くのは、外の世界の非顧客の世界である。業界、産業

すら、その変化 50％以上はそれぞれの産業の外からやって来る。 
 

 外の世界を知る必要がある。 

 90 年代における日本企業のカリフォルニアにおける不動産投資の失敗は、土

地の用途規制や税制についての初歩的な情報の不足に原因があった。 
 

 致命的な誤りの原因は、税制や社会規制、消費者の好みや流通チャンネル、

知的財産権などの経営環境が、自分たちの考えるようなものであるにちがいな

い。あるいは、あるべきであるという前提に立つことにある。 

 そのような前提に疑問を投げかける情報を手に入れるシステム、期待する情

報を提供するだけでなく、正しい疑問を提起する情報システム（会計）が必要

である。 

 だが、そのためには、そもそも自らが必要とする情報が何であるかを知らな

ければならない。 
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7. 仕事に必要な情報 

 競争相手についての情報収集を意味する企業諜報にとどまってはならない。 
 

 仕事に必要な情報を手にするためには、 

(1) 共に働く者や部下に対し、提供すべき情報は何か 

(2) 自分の必要とすべき情報は何か 

を共通の課題に焦点を合わせた、コミュニケーション（人間関係一般）の観

点から入手する必要がある。 

従って、先ず考えるべきは、自分が何を必要とするかというよりも、人は自

分に何を求めるか、それは誰かという点である。 
 

 

8. 情報の体系化 

 整理して体系化しないかぎり、データは情報とならず、データにとどまる。 
 

 ジャック・ウェルチが 1981 年に CEO に就任して以来 GF は世界でも最高の成

長をみせてきた。 

 その成功の大きな原因の一つが、事業ごとの業績データを、目的によって、

異なる形で情報の体系化をしたことであった。 

(1) 事業ごとに財務上、マーケティング上の数字を明白にした 

(2) それらを長期的な戦略のための数字として使った 

(3) それらをイノベーションの実績をみるために使った 

(4) そして、事業部門の経営陣の昇給とボーナスの査定に使った 

(5) 事業部門のそれぞれの人材開発の実績を知るために使った 

(6) 事業部門の経営陣の昇進判断の材料として使った 
 

情報の選別と体系化の基本 

(1) それぞれの優先順位による情報の体系化。 

 中心的な課題は何か。 

(2) 蓋然性理論による情報の体系化。 

これは TAC の基本であり、誤差内のことと例外とを区分する考え方であ

る。誤差内なら行動の必要はないデータであるが、誤差外の情報はデー

タである。何らかの行動を必要とする。 

(3) 認識心理学の基礎理論である敷居理論による情報の体系化である。 

 一定の限界に達しない限り、意味のある現象と見る必要はない。 

 ①売上と利益の落込み、②労働災害発生率、③退職率、④苦情件数… 

(4) 尋常ならぜることの報告による情報の体系化である。
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9. 不意打ちをなくす 

(1) 新興国のデータ 

アジアの経済情勢に不意をつかれた先進国企業の例とそれを免れた3つか

4 つのアメリカの金融機関の例 
 

 

 

(2) 外へ出かける 

外の世界の情報を手にするためには、自分で外へ出かけるしかない。人の

書いた報告書はいかに優れていようと、自分の目で観察することにかなう

はずはない。 

① アイルランドのスーパーの例 

② アメリカ最大の病院用品の卸会社の例 

③ 医者として成長する最高の方法 
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10. 伝統的原価計算の欠陥 

(1) 原材料を除く総コストのうち、直接労働コストが 80％を占めていた 20 年

代の状況を基礎にしていた。その他はすべて間接費としていた。 

今日では直接労働コストは 10％程度に下がっている。しかるに原価計算は

緻密に算出した労働コストを計算の基礎にしている。 

 

(2) これでは製造プロセスの変更によるコスト削減を直接労働コストの節減

としてしか把握できない。他のコスト削減については、直接労働コストの

比によって比例計算している。 

 

(3) 生産時のコストしか把握していない。 

 故障や生産上の欠陥から生ずる非生産時のコストは把握しない。 

 

(4) 工場を孤立した存在と扱っている。 

 工場内のコスト削減のみを現実のものとして把握する。 

製造プロセスの変化が、市場における製品の評価や、サービスの質に及ぼ

す影響は、推定にとどまっている。 

 

(5) 部品やフレーム、エンジンなどの共通化が直接労働コストを削減するとい

う考え方が誤っている。そのためあらゆる車が似たものになって顧客に対

する訴求力を失った。 

 

(6) これまでの原価計算では、製品や製造プロセスのイノベーションはもちろ

ん、製品の改善さえ正当化できない。 
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11. 変動コストではない 

 変動費とか直接労働コストを尺度とすることは誤りである。 

 このコンセプトは真のコストと便益を定義しなおすものである。 
 

(1) 新しい尺度は、時間でなければならない。 
 

(2) 一定の時間内に発生するコストはすべて固定的である。 

 変動コストなどというものはない。 
 

(3) 可変であってコントロール可能な唯一のものは時間だけである。 
 

(4) 時間を削減するものこそが重要である。 
 

(5) これまでの原価計算では、最終製品の在庫は、直接労働コストを消費しな

いがゆえに、コストがかからないとされてきた。 
 

(6) しかも、最終製品は資産として扱われていた。 

新しい原価計算では、埋没コストである。 
 

(7) 在庫内の製品は、何も生まないどころか、高価な資金を釘付けにし、時間

を消耗する。 
 

(8) 時間コストは高い。 
 

(9) 新しい原価計算は、この在庫についても、その便益（例えば顧客サービス

の迅速さ）を、時間コストとの対比によって評価測定することができる。 
 

(10) 新しい原価計算が工場内だけでなく、工場外の経営陣をして、生産プロセ

スに関わる問題を事業上の意思決定として行わせなければならない。
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12. ABC の基本概念 
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Ⅱ．P/L と C/F の必要性 
 

 
 Ｐ/Ｌか？ 売上高と当期純利益と包括利益 
  会計基準による年度（期間）の経営成果の計算 
 
 Ｂ/Ｓか？ Ｂ/Ｓは点(時点)の変化で、Ｐ/Ｌは線(期間)の表現か 
  累積利益の時点間変動による純資産の増分の計算 
 
 Ｃ/Ｆか？ 営業活動ＣＦと投資活動ＣＦと財務活動ＣＦ 
  Cash の変動過程を通じた現金的利益の計算 
 
 Ｃ/Ｆは事実で、Ｐ/Ｌ、Ｂ/Ｓは経営者の意見とは言うけれど、

両者とも完全ではない、比較検討して真実を求める 
 
 
１．経営活動(経営成績と投資成果) 
 

(1)損益計算書(Ｐ/Ｌ)による計算 

収益、費用という一定期間の事業活動の経過説明的側面の表現 
(ストックの運動量の説明的表現) 
 

(2)貸借対照表(Ｂ/Ｓ)による計算 

期首、期末という時点で蓄積された具体的な財産の一覧的表現 
(ストックの時点間の変化の表現) 
 

(3)キャッシュ・フロー(Ｃ/Ｆ)計算書による計算 

Cash の経過説明と蓄積説明 
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２．収益費用観と資産負債観 

 

(1)損益計算書(Ｐ/Ｌ) 

事業活動の成果である収益と努力である費用の測定により利益が決まる。 

(収益、費用と当期純利益の期間計算) 

 収益－費用＝当期純損益 

 努力 成果   結果 

P/L(期間計算) 
 

 収益 
 

費用 

 努力 
 

成果 
 

当期純損益  結果 

 (2)貸借対照表(Ｂ/Ｓ) 

企業の資産と負債の適切な測定を行い、その結果算出された純財産の期間

変動額によって利益を算出する。 

(財産の時点計算) 

総資産－総負債＝純財産 

(当期末純財産－前期末純財産＝

当期純利益) 

B/S(時点計算) 前期末  B/S 当期末 
 

cash 
 

その他資産 
(期首純財産) 

 

負債 
 

(期末純財産) 
 

  

cash 
 

その他資産 

 

負債 
 

期末純財産 
(当期純利益増減) 

 

 

(3)キャッシュ・フロー計算書(Ｃ/Ｆ) 
 

(cash の当期中の増減の計算) 

キャッシュ・イン－キャッシュ・アウト＝当期 C/F 増減  

C/F(期間計算) 
 

 営業 CF 
投資 CF 
財務 CF 

 

 

当期 CF 増減 

(期末 CF 残) 
 

 (4)3 種類の計算によって財務計算の正確性をチェックすることができる。 

 

 
P/L 

 B/S  C/F 
 

 収益 
 

費用 

  
 

 

cash 
 

資産 

 

負債 
 

純資産 
 

当期増分 
 

  

営業、投資、財務 C/F 
 

当期 
 

前期末 
 

 

CF 増減 
 

CF 残 
 

  

期間利益 
 

  

       
 

当期末 

 

CF 残 
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３．企業の４つの課題(財務と経営) 
 

(1)利益をあげる (2)投資を回収する (3)資金を安定させる 
 

P／L  B／S  C／F 
        
 

売上－仕入  
投 資 

    
人件費   営業 CF   

 －その他物件費   投資 CF  CF の安定 
利益 

(付加価値) 
    財務 CF   

     
   (4)成長し、継続する   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

P/L と B/S と C/F の相互補完性 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
  
 
 
 

（cash の安定） 
 
 
 
出所：「国際会計文献研究」8 頁を参考にして 豊岡隆著（平成 22 年 12 月） 
 

稼得利益 

包括利益 

●
収
益

力
の

表
示

 

損益計 算書 貸借対 照表（財政状態変動表） 

●

財

務

の

弾

力

性 

営業活動 

投資活動 

財務活動 

●支払能力の表示 

債 権 者 持 分 

株
主
持

分

 

払込資 本  
受贈資 本  

評価替資本 

キャッシュ・フロー情報の開示性 その他の包括利益 

●

資

本

調

達

の

方

法

 

資
本
維

持

 

①顧 客 
(必要充足率) 

②会 社 
(利益率) 

③従業員 
(定着率) 

借入金 
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４．利益の役割と損益計算 

 

（利益の性格） 

  業績指標性 ― 企業活動の効率性の尺度を表現しているか。 

  分配可能性 ― 分配の原資として適格であるか。 

 

 

（利益観） 

  収益費用中心観 ― 利益、成果計算が会計の主要目標 (損益法) 

 収益費用の対応が重要な基礎概念 

  資産負債中心観 ― 企業の豊かさ（富）の把握が主要課題 (財産法) 

 利益は副産物として計算されるに過ぎない 

 

（注）従来、日本の会計基準は、経済資源でない繰延資産の資産計上や現在の義務でな

い修繕引当金の負債計上を広範に認めてきた。 

  これは収益費用中心観によるものである。 

  しかし、これまで繰延計上を認められていた経済資源でない研究開発費等が資産計

上できなくなり、期間損益に含まれない評価差額等の計上が行われるようになると、

費用収益中心観の特徴が薄れ、資産負債中心観が色濃くなっていく傾向が見て取れ

るのである。つまり、日本の会計基準は資産負債中心観に移りつつあるという指摘

が可能である。 

 

 資産負債中心観 収益費用中心観  

会計課題 企業の豊かさ（富）の把握 企業活動の効率性の把握 

利益計算方式 期末純資産－期首純資産(B/S 的) 期間収益－期間費用(P/L 的) 

財務諸表要素 資産・負債を中心に定義 収益・費用を中心に定義 

資産の定義 経済資源 経済資源＋繰延費用 

負債の定義 経済資源を犠牲にする現在義務 現在義務＋繰延収益および引当金 

収益費用の対応 資産・負債の副次的把握手段 会計の中心的手続き 

業績の意味 計算結果 企業（経営者）の成果 

 

資産負債中心観 収益費用中心観 

  ↓  ↓ 

企業の豊かさ（富）の把握 企業活動の効率性の把握 

 ↓  ↓ 

資産・負債の期末測定 収益と費用の対応 

 ↓  ↓ 

純資産額の確定 収益と費用の確定 

 ↓  ↓ 

包括利益     （食い違い）    稼得利益＋会計方針変更の累積的影響額 

 ↓ ↓ 

貸借対照表の純資産増減額    （食い違い）    損益計算書の当期純損益 

↓ 

「その他の包括利益」 

 

（佐藤信彦外著 財務会計論Ⅱから引用） 
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５．企業が計算する利益(経営の成果の測定)とは何か？ 
 
 

売 上 総 利益－経 常 利 益－当期純利益 （稼得計算）－経営活動の説明 
経 常 利 益－当期純利益－包 括 利 益 （財産増加計算）－財産増減の説明 
 

 

 

 

６．様々な利益の表示と説明 
 

 

（標準様式） （討議資料 IFRS） 
 損益計算書  包括利益計算書 

    

 Ⅰ売上高  事 業 営業 売上高 

 Ⅱ売上原価   売上原価 

営業損益計算  売上総利益   販売費 

    一般管理費 

 Ⅲ販売費及び一般管理費   その他の営業収益（費用） 

  営業利益   営業利益合計 

    投資 受取配当金 

 Ⅳ営業外収益    持分法投資損益 

経常損益計算 Ⅴ営業外費用    投資利益合計 

  経常利益    事業利益合計 

   財 務  受取利息 

 Ⅵ特別利益    支払利息 

 Ⅶ特別損失    財務収益及び費用の正味合計 

純損益計算  税引前当期純利益  法人税  法人税、住民税及び事業税 

     継続事業からの利益 

  

法人税、住民税及び事業税 

 非継続事業 非継続事業による損失 

  法人税等調整額    非継続事業からの損失 

  当期純利益    当期純利益 

   その他の

包括利益 

(税引後) 

 売却可能有価証券の未実現損益 

    為替換算調整勘定・連結子会社 

    その他の包括利益合計 

     包括利益合計 

      

どの様な過程を経て 

利益は計算されたか 

 どの様な事業項目により 

 利益は計算されたか 

 






















































